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Society5.0に備えたスマートシティをつくるため、実証事業を重ねて地域に貢献する

昭和39年に行政事務近代化九州ブロック研究会を発足し事務改善コンサルティングを展開、昭和46年に前身となる株式
会社福岡システムマシーンズを設立し、市町村向けのシステム開発・販売・サポートを行ってきました。

平成14年には市町村合併に備えて地方自治体の行政経営の在り方を研究する社内シンクタンク「地方行政経営研究所」を設
立しました。本研究所の目的とするところは、地域において潜在または顕在化している課題を発見し、その課題の重要性を
訴求し、解決するために必要なソリューションを構築し、地域の運命打開に貢献することです。そのために貴市の皆様と一
緒に最適なソリューションを構築します。

概略

会社名 Gcomホールディングス株式会社

本社所在地 福岡市博多区東平尾一丁目3番3号

設立 昭和46年5月15日

従業員
562名（令和2年8月1日現在、
グループ総従業員数）

資本金 100百万円

代表者 代表取締役社長 平石 大助

事業内容

1.地方自治体向けソフトウェアの販売
2.ソフトウェア開発
3.システム導入支援サービス
4.システム保守サービス
5.アウトソーシングサービス
6.コンピュータ関連機器の販売

提案担当者 地方行政経営研究所 池戸 祐樹

認証資格

JIS Q 15001
プライバシーマーク

ISO27001
情報セキュリティマネジメントシステム

実証事業及び講演実績

令和
3年度

（実証事業は年度末まで非公開）

避難所受付支援システム 7自治体

令和
2年度

宮崎県都城市におけるGtoB契約の電子化実証事業

熊本県天草市におけるLINEを活用した窓口実証事業

沖縄県石垣市におけるLINEを活用した窓口実証事業

佐賀県基山町におけるLINEを活用した窓口実証事業

宮崎県都城市における相関関係分析実証事業

福岡県八女市における住民参加型まちづくり実証事業

鹿児島県三島村における観光マーケティング実証事業

その他、講演21本

令和
元年度

福岡県筑紫野市におけるAI-OCR適用実証事業

福岡県筑紫野市におけるRPA適用実証事業

佐賀県伊万里市におけるRPA適用実証事業

沖縄県那覇市におけるRPA適用実証事業

鹿児島県日置市におけるチャットボット構築実証事業

その他、講演21本

会社概要
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コロナ渦で受け入れ人数の小さくなった避難所で起こった「たらい回し」「三密懸念」
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西日本新聞 避難所「定員オーバー」相次ぐ コロナ渦、新たな課題
2020年9月8日更新
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１．直面している社会課題
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新型コロナウイルス感染症対策を図りながら、
「住民サービス向上」と「避難所運営の効率化」を実現する。

１）住民に負担がない避難や適切な情報発信による住民サービス向上
２）避難所運営を効率化することによる職員負担の軽減

避難所運営を“新しい様式”へ

密を作らない 行列を作らない

避難所自体に 避難所の受付に

２．期待する効果
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避難所の混雑状況を発信して住民サービスの向上が図られます。
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１）避難所混雑状況配信 ３）お役立ち情報２）避難所受付事前登録

３．サービス概要

VACAN Maps

リアルタイムに避難所と
避難者情報を連携させ
VACAN Maps自体の
運用効率化を図る
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避難所運営の効率化により職員負担の軽減が図られます。
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１）スマート受付 ３）伝言板２）在庫管理

【身分証によるOCR受付】

【スマートフォンによるQR受付】

３．サービス概要
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世帯代表名、性別、
世帯避難人数を申告

STEP1

STEP2

聞取り内容を入力

住民を避難所内に誘導

※避難所の空き枠を自動で減算し、避難者情報をデータ化します。
※デジタル機器に馴染みの薄い世代も取り残さず、スマート受付サービスを利用できます。

住民

職員

身分証を提示
※マイナンバーカード、
免許証など

STEP1

STEP2

身分証をOCR読取り

発行されたQRを提示
※事前にユーザ登録が
必要です

STEP1

STEP2

発行されたQRを読取り

住民住民

職員職員

身分証受付QR受付 口頭受付

３．サービス概要
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自治体様と二人三脚で多くの課題解決を図り、改善効果を測定することができました

⚫官民共創のリーン・スタートアップ
成果：129件のバックログ（運用課題）を解決

⚫市民向け実証実験
成果：約80%の避難所受付時間の短縮（改善）

従来１世帯あたり受付時間と比較し、５世帯以上の受付が可能！

次年度は、市民による避難所運営にまで
踏み込んだ実用化を図る

今後の展望

４．実証成果 （令和３年１２月末）



本件のお問合せ

Ｇｃｏｍホールディングス株式会社【8290001040100】

地方行政経営研究所

URL: https://www.gyoseiq.co.jp

https://www.gyoseiq.co.jp/product/wsr/bi
https://www.gyoseiq.co.jp/

